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日本農政の新課題
東 井 正 美
1 課題
1955 (昭和30)年以降，日本経済は産業構造の高度化，重化学工業化を内包し
ながら，世界に例をみないほどの驚異的な高度成長をなしとげた。戦後の復興
過程を一応了したと目される53年度から63年度にかけて，実質国民総生産 (60
年価格）の平均成長率は年率9.9彩に達し， 63年度の実質国民総生産は戦前 (34
~36年均）の3.2倍となり. 1人当り国民所得も 18.9万円 (526ドル）まで増大
した。
この高度成長の過程は，つぎのような景気変動の過程でもあった。
1953 (昭和28)~54年不況につぐ， 55~57年の「神武景気」，そして57~58年
の「なぺ底不況」後におとずれた 59~61年の「岩戸景気」＝「超高度成長」，
そしてまた 61~62年の「不況」とこれにつぐ 63年の短期的好況というぐあい
に，好況と不況とをくりかえしたのである。その後， 64年に入ってからの現在
の不況は， 前3回の不況 (53~54年不況， 57~58年不況， 61~62年不況）とは異な
って，もはやたんなる景気調整のための不況とか，レセッションかと呼びえな
いほどの深刻な様相を示している。
しかし．このような日本経済の景気変動をここで分析しようというのではな
い。ここでの課題は，いくつかの不況に見舞われながらも日本経済は急激な発
展，高度成長を実現したが，この高度成長が日本農業をいかに変貌せしめて．
農政の甚調を変えしめたかどうかということを考察することである。
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2 高度経済成長と農業
日本の農業，農民は， 「昭和39年度農業に関する年次報告」が指摘したよう
に，つぎの諸点で，ここ10年間にわたる日本経済の高度成長に貢献してきた。
「国民生活に対する食料の供給，労働力など生産資源の非農業部門への移動，
工業製品に対する市場の提供」（同上， 10ページ）などが， これらである。 これ
らの点にかんして， 日本農業年鑑刊行会編『日本農業年鑑』 66年度版にしたが
って，より具体的に概観しておくことは便宜的であろう。
「国民経済の再生産において，産出なり生産資源の配分で農業のシェアが低下したと
いっても，そのことは，産業としての農業の役割をいささかも否定するものではない。
それどころか，ここ10年にわたる日本経済の高度成長に，農業は，非常に大きく寄与し
たのである。
その第1は，国民の食生活が，まさに革命的といわれるように，はげしく変化してき
たなかで，国民の必要食料のだいたい 8割程度を，国内の農業生産でまかなってきたこ
とである。天然資源に乏しいわが国は，経済成長に必要な大量の工業用原材料や燃料を
海外に依存しているが，これらの輸入を可能にした一つの重要な条件として，高い食糧
自給率の確保によって，外貨を節約した効果があげられるのである。
第2は，経済成長の過程で必要とされた大量の労働力，土地，さらに資金といった生
産資源の供給を通じて，農業ないし腹家が果した功績である。最近5年間（〔昭和〕 35 
~39年）に，年平均して81万人に及ぶ農家の労働力が，非農業部門の各企業に送り出さ
れた。その主力は，若くて適応性にとむ新規学卒者である。中学・高校を出て非一次産
業に就職したものが， 34~39年卒を累計して684万人（文部省調査）を教えるが，同期
間に，同じく学卒後就職した農家の子弟は231万人（農林省調査）となっている。 34%
の比重を占める。労働力給源としての農家出身者の比率を，新規学卒者について産業別
に試算すると（いずれも34~39年卒累計），
鉱業・ 36%,建設業・ 53%,製造業・ 32%, うち軽工業・ 39%,重化学工業・ 29%,
卸・小売業・ 31%,運輸・ 通信等公益事業・ 39%,サービス業・53%,公務• 44%。
農業の寄与した第3の功績は，生産資材，生活用品の購買を通じて，工業やサービス
産業部門に対して市場を提供してきたことである。腹林省の推定によると，股家の購買
額 (38年度）は，生産資材が年間1兆1,000億円，生活物資が1兆8,000億円程度で，
ここ 5年間に，ともに6~7割の増加を記録している。しかし，国内市場全体からみる
と，これら農村市場のシェアは，年々低下の傾向にあり， 38年度には6.8%(生産財3.4
％，消潰財17.2%)となっている」（同上， 52ペー ジ）。
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このように，日本農業は，ここ10年間にわたる経済の高度成長に，食料の供
給，労働力の提供，農村市場の提供という諸点で， 大いに貢献した。 ここに
は，いささかの問題もないかのようである。
しかしながら， 「昭和39年度農業に関する年次報告」は，つぎのごとく農業
・農民に新たな角度から新たな要請をなしている。 「いうまでもなく国民経済
の立場からすれば，国民生活の基礎物資である食料の需給安定，国際収支の均
衡維持，農業者の経済的福祉の向上は，いずれも不可欠の要請である。そのた
めには，飼料を含めて国内で必要とする食料の自給率をできる限り維持するこ
とが望ましい。同時に，貿易拡大の国際的要請もあるので，その方向に農業の
生産を合理化しコストを引下げていくことが必要である」（同上， 20ペー ジ）
ここで回顧すぺきことは， 1955(昭和30)年の河野農政のときに，戦後の食糧
増産政策を放棄して，国内農産物の自給率をかえりみず，外国食糧農産物の輸
入へ大きく傾斜したことである。 55年以降の農政の焦点は，中西実氏が指摘さ
れたように， 「日本農業の構造問題に移る。……59年の農業基本問題調査会の
発足は61年の農業基本法制定，農業構造政策事業の推進となって結実し，同年
の貿易自由化計画大綱策定は，その後日本農業に開放経済体制のもとで国際競
争力をいかに強めるべきかの問題を投げかける。こうして食糧とくに米の増産
と確保の問題は『もうかる農業」，『選択的拡大』，『米麦偏重を排し，果樹，畜
産など成長部門の育成』ーなどいわゆる世をあげての農業構造改善路線の中
に埋没していった。そしてこの路線を強力に推進したのが，池田内閣の国民所
得倍増計画であり，基本法農政であり， 『農業人口 6割削減論』であったわけ
である」（同氏「豊作のなかの米不足」，『経済評論』 1965年10月， 97~8ページ）。
「農業基本法」の主軸をなす農業構造改善が「自立経営」の創設・育成・強
化，農業生産の選択的拡大，協業の助長，離農促進等の内容から成り立ってい
ることは，一方では米麦偏重農業から欧米的な畜産・果実等の農業への移行，
「米麦疎外」を企図する構造改善政策であることを明らかにし，他方で，国内
食糧農産物の増産よりもむしろその生産費の低下を企図し，農民層の分解を促
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進させて高度経済成長政策＝「所得倍増計画」のための追加労働力を農村から
排出させること，あわせて国内市場を農村市場から拡大させることをも企図す
る構造政策であることを明示してくれる。これからうかがわれることは，農業
構造改善政策は，ひたすら貿易自由化のための，国内食糧増産ぬきの，農業低
生産性を止揚するためにできあがった政策であるということであり，貿易自由
化に対処しようとする「所得倍増計画」のための政策であるといえよう。
しかしながら，ここ10年間にわたる高度経済成長をみたこんにちにおいて，
農政は，「食料需給安定」， 「国際収支の均衡維持」， 「農業者の経済的福祉の向
上」のために，飼料を含めた食料の自給率の向上を要請する。この自給率の向
上は， 「農基法」農政発足当時には一顧だにされなかったのである。かかる農
政の急変ぶりは，いかなる事情にもとづくものなのであろうか。これにせっか
ちに答えることを避けて，高度経済成長が農業に与えた負の影響をみておく方
が便宜的である。
まず国際収支面に与えた影響をみよう。 1955(昭和30)年以降の高度経済成長
は，食料需要を拡大させたのみならず，食料消費構造を変化させたのである。こ
れに対応する食料供給はかならずしも十分ではなく， 60(昭和35)年を転機とし
て，農産物の輸入が急増した。たとえば， 60~62年の年平均増加率は約11%で，
62年には約10億 9千万ドルとなった（『昭和39年度農業動向に関する年次報告』， 64
ページ）。そしてこの輸入の急増が国際収支を圧迫しようとしている。この点に
かんしては，後述する。
つぎに，農業の生産面に高度経済成長が与えた影響をみよう。『昭和39年度農
業の動向に関する年次報告』は，この点にかんしてつぎのごとく書いている。
「〔農業の総〕生産の基礎をなす労働力，土地等をめぐる動きのなかに，生産拡大の
可能性を懸念させるようないくつかの重要な諸問題が表面化しつつあることも見逃せな
いところである。
それを示す若干の主要な問題を列挙しよう，第1は，農業の労働力構成が質的に低下....... 
したばかりでなく，農業経営における後継者の確保難が漸次専業的農家層にまで波及し
ていることである。
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第2は，農業，農外にわたる雇用労賃の急騰の影響である。非農業部門での雇用機会
の地域的な広がりのなかで，労働力の流動性が高まり，農業者の自家労働評価の基準が
引上げられている。このことは農業機械化の促進を通じて農業近代化の契機として機能
しているが，一面では，労働生産性の向上をもって吸収できないことによって，真雀物
のコストを上昇させる一因となっている。. . . . . . . . 
第3は，耕地の壊廃が増加し，また土地利用率の低下が，都市近郊地帯のみならず，
農業生産の中核地帯と目される農村部にまで広がってきていることである。土地利用に
みられる粗放化の傾向は，兼業化の進展と多分に関連した問題でもある。
第4は，労働力流出が兼業農家の増加と結びつき，農地の流動化が妨げられているこ
とである。兼業農家，とくに基幹労働力が他産業に就業し，婦女子などによって生産
性の低い農業が営まれている第2種兼業農家が，すでに総農家数の42.2%(〔昭和） 38 
年12月現在）に達している。これらが保有する耕地は全耕地の2296程度 (38年）を占め
るものと推定される」（同上， 22~3ペー ジ。傍点は引用者）。
このように，高度経済成長が農業に与えた負の影響は大きい。農産物輸入の
急増（国際収支への圧迫），農村労働力不足（雇用労賃の急騰→農産物のコスト上昇）
兼業農家の増加（とくに1I兼農家の増），老令化，女性化傾向，後継者確保難，耕
地の壊廃（地価の騰貴）―すべてこれらは，高度経済成長の過程において生
じた現象である。それらは，高度成長が農業につけたツメアトでもある。小野
寺三夫氏のように， 「高度成長政策は，一方に重化学工業，独占資本を中心と
する資本主義企業の発展と他方に農業の危機，農家生活の破壊をもたらした」
（同氏「季節出かせぎ地帯における農業の変化」，『農業と経済』， 1965年7月， 44ペー ジ）
といっても過言ではなかろう。
もちろん，高度経済成長は農業と他産業との間における生産性および所得の
格差を縮小させえず， むしろ拡大させたのである。佐藤二郎氏のつぎの言葉
は，まさに至言といえよう。
「高度成長のツメアトは農業の各部面にわたって深くきざみこまれているけれども，
農業のヒズミを集約的に表現しているものは生産性，所得格差であろう。選択的拡大と
いい，経営規模の拡大，機械化などの構造改善といい，あるいは協業化問題，兼業農家
問題，労働力の移動問題，後継者確保の問題，農産物価格問題，農業金融の問題などす
べての当面の農業問題は，結局農業の所得格差緩和の問題の基礎的前提をなしている。
また，この格差を拡大するに任せておくならば，やがては農業生産力の低下をきたし，
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長期的には日本経済の発展のプレーキになるであろうという意味で，それは基本的ヒズ
ミといってよかろう」（同氏「いわゆる『経済のヒズミ」について」，『農業と経済』 1964
年11月， 17ペー ジ）。
1955 (昭和30)年以降の日本経済の高度成長が農業に与えた負の影響は以上の
ごときものであった。したがって， 「中期経済計画」は，つぎのごとく， 高度
経済成長下における農業の主要な問題点を指摘し，今後の農政の課題を策定せ
ざるをえなかったのである。
「今後の経済・社会発展の過程において，しかも開放体制への移行という条件のもと
で，農業の近代化が強く要請されるのは，次のような諸点に基づく。第一に，農業を他
産業との間の生産性・所得格差の是正が困難な状況下にあるということである。第二
に，新規就業者の著しい減少と兼業化の進展が続き，このままでは産業としての農業の
健全な発展が不安視されることである。第三に，経済の高度成長に伴い，食糧消費構造
の高度化が急速に進み，食糧需要も増大したが，農業生産は比較的順調な増大を続けた
にもかかわらずそれに対応することが困難な面が生じ，そのため農産物価格の上昇と農
産物輸入の増加傾向が生じており，今後国民生活面および国際収支面の障害となるおそ
れがあることである。今後の農業政策の課題は，農業が国民経済の発展に応じて安定的
に食糧を供給すること，および農業従事者が他産業従事者との均衡のとれた生産性と所
得をあげうるようにすることである。このためには，生産性の高い経営の成立発展を図
るための構造対策や生産対策を強化しなければならない」（同上， 38ペー ジ）。
このように， 「中期経済計画」が，今後の農政の課題として国際収支との関
連のもとに安定的な食糧供給を，農業と他産業との間における生産性および所
得の均衡とともに，とりあげていることは，十分に注目に価する。 「農基法」
農政の発足当時は，米麦疎外，食糧の外国依存であって，国際収支と関連させ
て国内食糧自給率をかえりみなかったのである。なぜ，かように農政が急変し
たのか。つぎにこの問題にたちかえろう。
3 国際収支と食糧自給率の向上
1953 (昭和28)年まで，日本の農政は食糧増産対策を中心に展開してきたが，
しかし54年末の鳩山内閣で河野一郎氏が農相になって以来，世界的農産物の過
剰化の背景のもとに，食糧輸入の依存度を強めて，戦後の食糧増産政策を放棄
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し，「適地適産」の奨励，畑作振興などの政策へ移行していた。そしてこれが，っ
いに61年の「農業基本法」において農業生産の選択的拡大として結実したので 9
ある。食糧増産政策放棄，外国への食糧依存，米麦疎外，食糧農産物の選択的拡
大の理論的武器は，食糧農産物の需要の所得弾力性の低下ということであった。
想起せば，「農林漁業基本問題調査会」の答申「農業の基本問題と基本対策」
は， 「主要食糧農産物に対する需要の所得弾力性が低く，消費者所得の増加の
程度には需要が増加しなくなってきたこと」（第1節第1の1)から，「生産政策
は単なる増産目的の生産主義の立場でなく，生産費の低下を伴う生産性の向上
を企図するものでなくてはならず，生産政策を支える諸施策も，今後において
は可及的に貿易自由化の傾向と調整されたものたるを要するであろう」（第3節
第1の1)と説き，「合理的生産主義または選択的拡大」を主張した。
たしかに，総理府統計局「家計調査」（全都市世帯）による消費支出構成の推
移でみると，食料費の割合は， 1954(昭和29)年48.5%,58年43.6%,61年40.3
鍬 63年38.5%,64年37.9%と大巾な低下傾向をたどっている。そのうち穀類
消費の割合は， 54年18.2%, 58年14.5彩， 61年10.6%, 63年8.9%,64年8.3%
と低下はいちじるしい。
個人可処分所得の増加分のうち食料支出に向けられるものの割合（限界食料
消費性向）は， 1952(昭和27)年45.796, 55年14.8%, 56年23.9%, 57年30.1彩，
58年27.6%と，多少の起伏を伴いながら，低下傾向がみられる。 （農林省監修
『農業基本法—その背景と内容の解説』， 1961年，全国農業会議所， 18ページ）。
経済成長とともにエンゲル係数が低下し，もしくは食料農産物にたいする需
要の所得弾力性が低下するということは自明の経験的事実だが，それを現実に
即してみるときにはその内容は子細に検討されるべきであろう。
農産物にたいする需要の所得弾力性が所得の増加とともに低下してゆくこと
が宿命であり， したがって農産物の生産と消費の矛盾が起こり， 「過剰農産物
に悩む今日のアメリカ農業などはこの問題に当面している典型的な事例であ
る」（農林漁業基本問題調査事務局監修『農業基本問題と基本対策解説版』， 1960年，農林
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統計協会， 14ページ）という考え方がある。しかし，アメリカの戦後の食料消費
支出割合の低下は，二見昭氏が指摘されたように， 「所得の増大とともに食料
消費支出の割合が低下するといういわゆるエンゲル法則によるところも大きい
とはいえ，同時に戦後経済成長率の鈍化による大衆所得増加率の鈍化による
点も見逃せえない」（同氏『現代アメリカ農業の構造』， 1965年，日本評論社， 224ペー
ジ）であろう。
とくに，日本のように賃金が欧米各国にくらべてなおかなり低い水準にあ
り，「二重構造といわれ，国内に相当な所得格差の存在するわが国の場合には，
十分な食糧を口にしえない低所得層はまだまだ多いといわれ，実質賃金水準の
上昇や社会保障制度の充実等の施策によってこのような恵まれない社会階層の
農産物消費を増加させる余地はまだまだ大きいものと思われる」（農林漁業基
本問題調査事務局監修，前掲書， 41ページ）。
事実，超高度成長期以降，若年層を中心とする労働力の供給不足を契機に，
「企業間における賃金格差の縮小傾向，すなわち低賃金雇用の分野における賃
金の大幅上昇が，食料消費の拡大と構造変化に大きく寄与」してきた。（『昭和38
年度農業の動向に関する年次報告』 25ページ）。たとえば，総理府「家計調査」の結
果から，階層別に都市勤労者世帯における食料消費の動向をみると，「〔昭和〕
31~34年と34~37年の両期間をくらべて，食料費の伸びは各階層とも後期にい
たって高率になっているが，その高まりかたは低所得層の方が大幅であり，ま
た伸び率自体を階層間で比較しても，前期とは逆に後期では低い所得階層の方
が上回っている……。この傾向は，副食部門，とくに畜産物や果実などのような
所得弾力性の大きい食品の消費分野において一層顕著に現われている」 (25ペー
ジ）。それゆえに，食料農産物の需要の所得弾力性は高まる傾向にさえある。
しかも，わが国における個人食料消費支出の伸び率は非常に大幅であるとは
いうものの， 「わが国の食料消費の現状は国際的にみてきわめて劣悪なレベル
にあり，まさに後進国並みである。それだけに，先進諸国に比べて食料消費の
所得弾力性が高く，近年の高度な経済成長に伴う国民所得の高率な上昇が，食
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料消費の質量両面にわたる変化をこのように激しく促進しているわけである」
（『図説農業年次報告』昭和38年度， 1965年，農林統計協会， 21ペー ジ）。
そしてまた， 1952(昭和27)年以降の限界食料消費性向の低下傾向を検討すれ
ば，つぎのよう・な興味ある事実をも見出す。
「昭和37年版国民生活白書」によれば，「〔昭和〕 28年から37年にかけてこの
随意的消費支出〔被服費，家具什器費，教養娯楽費など〕が， 上昇テンボの点で
も，消費支出のウエイトの増加という点についても傾向的に強くなってきたこ
と，いいかえれば随意的消費支出が消費全体に対する浮揚力を強めてきた点に
あるといっても過言ではなかろう」（同上， 33ペー ジ）。
1954 (昭和29)年当時は，耐久消費財やレジャー消費も一部高所得階層のもの
に限られていたが，同上白書によれば，神武景気の57年になると，テレピを中
心にした消費革命の第 1段階が，所得水準の向上，新中層を中心とする生活意
識の変化，デモンストレーション効果，技術革新の進展と大量生産体制の確立
による新製品の開拓とコスト・ダウン， 広告宣伝活動などによって旺盛とな
り， 「超高度成長」後の62年には耐久消費財の強い浮揚力， レジャープームな
どを中心に消費革命の進展が消費全体の浮揚力を漸次大きくしていった。こう
した消費構造の高度化の進展には，高度経済成長に伴う個人所得水準の上昇，
戦後の生活意識の変化，所得水準の平均化などの原因が存しうるが， 「一方で
重化学工業化傾向を意味していると同時に」，「資本，中間財志向型から，最終
消費財志向型に変化してきたことをも意味している」戦後の生産構造の変化が
あることをも見落とすわけにいかないであろう（同上， 34~119ペー ジ）。
ひるがえって，とくにここで強調すべきことはつぎのことである。耐久消費
財の浮揚力とレジャー・プームなどを中心とする消費革命が広範に国民各層に
浸透していった結果，食料費に十分支出されることなく，つまり食料費が圧迫
されて，食糧農産物にたいする需要の所得弾力性を低下させたと考えられる，
ということである。その理由としては，耐久消費財やレジャーなどを中心にし
た消費革命の進展が旺盛な広告，宣伝活動によるところが大きく，これにデモ
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ンストレーション効果も手伝ったということを想起していただけばよいであろ
う。また，生活内容の高度化とともに，テレビを中心とする耐久消費財がたん
なる奢俊部分ではなくしてむしろ必需部分へ変わってきたことが，食料支出を
圧迫していることをも考えていただけばよいであろう。
さらに附言しておけば，前出の限界食料消費性向は， 1952(昭和27)年の45.7
彩から， 53~54年の一般的不況のあいだに低下しつづけて， 55年の14.8形を底
として，その後56,57年の「神武景気」のときにはそれぞれ23.9彩， 30.1彩と
逆に上昇している。これは， 日本のばあいには限界食料消費性向が景気上昇の
ときには低下することなく，逆に上昇することを示し，まことに興味深い。さ
らに，家庭電化製品を中心とする耐久消費財のめざましい普及が一段落する
と，所得の増加とともに， 「食料消費の所得弾力性値は，むしろ高まる傾向さ
えみせている」（『昭和39年度農業の動向に関する年次報告』， 10ページ）。この意味に
おいて，大谷省三教授が「食糧自給農政を検討する」という座談会において，
「わが国のばあいエンゲル係数が下がったのは，生活が楽になったからではな
く，物価の値上がりと消費内容が上がったために，食料費をおさえているから
だと思うんです」と発言されていたのは， まさに正しく興味深い。 （『農業と経
済』 1965年9月， 7ペー ジ）。
要するに，日本のように低賃金で，賃金格差も大きく，食料消費の現状も国
際的にみてきわめて劣悪なレベルにある国においては，食料の需要の所得弾性
値は比較的高く，所得の上昇とともにむしろそれが高まることを注意すべきで
あろう。また， 1957(昭和32)年の神武景気以降のテレビを中心とした耐久消費
財の強い浮揚力とレジャー・プームなどが食料消費を圧迫して進展して，エン
ゲル係数を低下せしめた側面をも見落とすべきでない。
1961 (昭和36)年からの「農基法」農政は，「主要食糧農産物に対する需要の
所得弾力性が低く，消費者所得の増加の程度には需要が増加しなくなってきた
こと」をそのまま鵜呑みにして今後も所得の増加とともにますますそうなるで
あろうとの予想のもとに，米麦疎外の農業構造に取り組んだが，その後いくつ
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かのつまづきをみせはじめた。まず第 1に米需給のひっぱくをあげうるし，第
2には食糧農産物の需要の急増に供給がたち遅れること，とくに青果物の不足
とその価格騰貴をあげうるし，第3に食糧農産物の輸入の急増と国際収支の圧
迫をあげうるであろう。
(a)米の需給窮迫。米不足ムードが漂いはじめて米の需給窮迫の問題が表
面化したのは， 1964(昭和39)年秋ごろからであった。
米の需要にかんしては，中西実氏の指摘されたとおりに， 「ここ一両年の引
き続く米の若干の減産」と「人口の微増」というよりは， 「米の消費世帯人口
の増加，配給人口の増加は一般の予想をかなり上まわるものであった」ことに
より， 「国民一人当りの米消費量が横ばいないし相対的には減少しているにも
かかわらず，絶対量としては確実にふえ続け，政府の需給操作を圧迫すること
になったのである」（同氏，前掲稿，前掲誌， 96ページ）。これに対応する供給側の
動きにかんしては，同氏の指摘されたとおりに， 1つは 10アール当り収量（反
当収量）が1962(昭和37)年の 407キロを頂点として，その後63年400キロ， 64年
396キロと「明らかに頭打ちないし停滞の傾向を強めていることである」（同
上）。第2は米作付け面積は62年度をヒ゜ークに減少に転じており， 「都市化・エ
業化の影響圏内に立地する西日本各地域では，すでに60,61年ごろから作付け
が減少している」（『日本農業年鑑』 66年版，55ページ）。これは，やはり中西実氏の
指摘されているように， 「60年以降経済の高度成長に乗っかって工場の地方進
出が急増，このため耕地が工場用地に転換していったこと，加えて耕地の宅地
化プームが進んだことなどによるとみられる」（同氏，前掲稿，前掲誌， 97ペー ジ
参照）。
ともあれ，米の需給窮迫にかんしての中西実氏がつぎのごとく批判するのは
もっともである。
「農林省が〔昭和〕 37年に作った米の長期需給見通し……によれば，……39,40年に
は生産量は12,880,000~13,008,000トンに達するはずであった。ところが39年の実績は
水稲12,361,000トンと見通しをはるかに下まわった。一方需要は，……38年にはせいぜ
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い12,591,000トン~12,800,000トンになるはずであった。
しかし実績は， 13,410,000トンと見通しをかなり上まわった。現実の事態， しかも
100%とまでいかないまでもある程度は予測できたはずの事態—を無視した農政の姿
がここにある。そして，このような姿勢が『米需要量の足りない分は外米でおぎなえば
よい，（外米を食え/)わが国の国際収支は，食糧輸入によっては影響されない』とい
う安易な一種の経済合理主義を生み出す温床にもなったのであった」（同氏， 前掲稿，
前掲誌， 98ペー ジ）。
(b)食料需要の拡大。日本経済の腐度成長とともに，わが国食料消費は，
都市・農村を通じて，質的な高度化，多様化を伴もないつつ，拡大してきた。
とくに，「超高度成長」期には食料需要は急増した。
「国民所得統計」によると， 1962(昭和37)年度の個人消費支出のうち食料支
出の規模は，前年度を上回ること10.8%,名目額でみたこの食料支出の増加率
は， 56~62年度間で年率7.4%に及んでいるが，これを 56~59年度と59~62年
度の両期間にわけてみると，年率で 4.7形から 10.2%へと 2倍に急伸している
（『昭和38年度農業の動向に関する年次報告』 24ペー ジ）。
このように高度経済成長とともに，生活水準の向上に応じてエンゲル係数は
傾向的に低下しているが，食料消費は絶対的には拡大の一途をたどった。しか
も，食料消費の質的な高度化，多様化への動き（米麦偏重から畜産物，果実，洋風
野菜へ）が現われてきた。たとえば，「超高度成長」期には，穀類の比重は， 58
（昭和33)年の33%から62年の 23.9彩へいちじるしく低下し，これに反して肉乳
卵類の比重は， 51年の12.3飴から62年の16.3飴へ，野菜果実類の比重は， 58年
の11.3形から62年の 13.2%へとそれぞれ増加している（同上，表m-2「食料需
要の推移」を参照）。
このような食料消費の拡大と「食生活の革命」といわれる構造変化はひろく
農村をも巻き込んだのである。農家においても， 「従来比較的硬直的であった
食生活が近年かなりの変貌をみせており，消費内容の多様化に伴って食料の購
入依存度が高まり，それを通じて農村内部の食料消費市場の拡大をもたらし」
て，「近年，食料消費の構造変化は一段と広がりをもって国民の各層に浸透し，
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食料消費水準の平準化がおし進められている」（同上， 25ペー ジ）。
高度成長のもとで，消費者所得水準の上昇に伴って，食料消費需要は構造変
化を伴いつつ拡大をつづけてきたが，しかし国内生産による供給の対応は必ず
しも十分ではなかった。
とくに， 「超高度成長」期から大きくなった野菜需給のギャップが注目する
に価いしよう。野菜の場合， 「都市世帯での野菜の購入額（総理府『家計調査』
による全都市全世帯平均）について〔昭和） 31.:..34年と34~37年の両期間をくらベ
てみると，その伸びは年率で3.9彩から12%に大幅に高まっているが， 一方，
生産量の方は前期の3.3%に対し後期も5.1%にとどまっている。さらに，東京
市場入荷量でみると同期間に年率7.1彩から4.5%へと伸び率が逆に低下すると
いうように， 需給のギャップが近年になって非常に大きくなっている」（『昭和
38年度農業の動向に関する年次報告』 27~8ペー ジ）。
これの原因としては，さしあたり， 「農業白書」にしたがってつぎのことを指摘して
おこう。 「野菜の供給圏として中核的な産地を形成していた都市近郊では，耕地の農外
転用の増加，地価の急騰，さらに兼業などを通じての農家労働力の流出，雇用労賃の上. . . . . . . . . . . .......... . 
昇など，高度経済成長のもたらした一連の摩擦的な諸条件がとくにはげしく作用し，果
菜類を中心にそこでの野菜生産の停滞ないし減少をもたらしている。加えて交通手段の
発達に伴う市場圏の拡大，いや地現象などもあって，野菜産地はしだいに……移行する
傾向にある。…•••この産地移動の過程で，主産地としての定着が不十分な状態にあるこ
とが生産の増大を緩慢にしている」（『昭和38年度農業の動向に関する年次報告』 28ペー
丸傍点は引用者）。
野菜の需要の拡大にたいするその供給のたち遅れは， 1960(昭和35)年以降の
急角度な価格の上昇をもたらした。野菜（消費者物価指数）の価格は， 60年を100
とすれば， 61年124,62年151,63年160,64年159と大幅に上昇している。その
うえ，野菜価格は， 64年2~3月を底に暴落し， 64年10月に暴騰するというぐ
あいに，きわめて不安定的である。
(c)食料自給率の低下と国際収支。国内生産による食料供給力は，「超高
度成長」期の最中， 1960(昭和35)年ごろを境として，食料消費の構造変化を伴い
ながら拡大する需要の伸びが一段と加速するなかで，相対的に低下の傾向を示
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し，したがって食料自給率の低下と「食料消費者価格の高騰と食糧輸入の増大
を招いたのである」（『昭和39年度農業の動向に関する年次報告』 10ペー ジ）。
わが食料農産物の自給率は， 1960(昭和35)年の85彩から63年の81彩へと低下
し，さらに64年も引き続き低下し， 80彩台を割るにいたったのである。それは，
また食料輸入の急増を結果した。農業生産が「回復段階を終えた（昭和〕 30年
以降，農産物の輸入額は，年々 8億ドル程度の水準で安定的に推移したのが，
〔昭和〕 36, 7年には10億ドル台にふえ，さらに38年には一挙に15億ドルに， 39
年は，さらに 18億ドルを越えるに至った。 （昭和〕 35~39年間に，輸入総額と
して77彩増加したなかで，農産物の輸入額は,.2.1倍に急増し，輸入全体の増
加に， 28彩の寄与率を示した」（『日本農業年鑑』 66年度版， 53ペー ジ）。 いま食料
輸入を，米と麦と飼料についてみればつぎのごとくである。
まず第1に，外米の輸入量は， 1961(昭和36)年から63年にかけての各米穀年
度には20万トン割っていたが， しかし64年度には41万5,000トンと 2倍を上回
る増加となり，外貨にして5,800万ドルとなった。 65年度には81万トンに達す
る見込みである。
第2に外麦の輸入量をみると， 1964(昭和39)年の外麦輸入量は359万トンで，
前年より13彩増加しているが，これを60年にくらべると34.1彩の増加となって
いる。これは外貨にして， 64年度では2億6,200万ドルで， 前年にくらべ20.5
彩の増であるが， 60年にくらべると48.1彩の増加となっている。
第3に飼料の輸入量をみれば，近ごろ濃厚飼料が増加しているが，その圧倒
的部分をしめる輸入濃厚飼料は，•この 4 年間に 2.2倍も急増し，濃厚飼料全体
の供給量に占める輸入ものの割合は， 1964(昭和39)年において49彩 (60年34%)
に達している。この飼料輸入に費やされた外貨は， 64年において約4億ドル，
農産物輸入額の2割を越えている（『日本農業年鑑』 66年度版， 56~7ペー ジ）。
外米・外麦の輸入量の増加は，米麦疎外の「農業構造改善」政策の当然の帰
結であり，その責めは，その政策が負うべきであろう。飼料輸入の増加は，国
内飼料生産対策ぬきの畜産の発展を促した「農業生産の選択的拡大」政策がそ
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の責めを負うぺきであろう。
いずれにしても，農産物の輸入増が国際収支の観点から重要な問題となって
いる。もっとも， 「現在のところ，輸出の高率な伸びによって，農産物の輸入
増が国際収支への圧迫要因となるまでに至っていないことは確かである。しか
し，国際収支の構造は，決して安定しているとはいえない」（『日本農業年鑑』 66
年度版， 53~4ページ）とのようなソフトな見解もあるが，しかし，農産物の輸
入額（天然ゴム，棉花，羊毛等を除く）が1963(昭和38)年に一挙に15億ドルの大台
を越え， 64年度には18億ドルとなり，総輸入額の23.3彩となっていることは，
わが国際収支の現状からみて，けっして軽視できないであろう。
わが国食料農産物の「自給率」は，国際収支と関連をもち，けっきょく景気
変動と関連をもつ。これを，大島清編『景気変動と農業』 (1965年，御茶の水書
房）は，つぎのごとき明らかにしてくれた。
「1953~54年の不況には， 『農業における不作が2つの意味で影響をあたえていた。
1つは，米の緊急輸入……が国際収支の赤字を増大させた点。いま一つは，農家経済の
悪化と，そこから生じる農家購買力の減少，したがって農村市場の狭溢化』（同書， 139
ページ）。そしてこの関係は，『これを55年以降の飛躍的な経済発展と，これと時を同じ
く生じた『連続豊作』との関係をみることによって，いっそう鮮明にわれわれの眼前に
浮かびあがってくる』（「終章」）。とくに， 55年の大豊作が食糧輸入の減少→工業資本の
原材料輸入資金の増大という経路によって国際収支の好転に寄与するとともに，農業所
得の増加→農村市場の拡大→資本家的商品にたいする農民の需要を拡大せしめた点にお
いて， 『資本主義経済の好況局面に一段と活気をあたえたことが事実とすれば， 53~54
年不況における農業凶作が，その不況局面を深化させたことも同様に否定しえない事実
であった』（同書，終章および第3章の 1参照）。 57~5舷F不況期には，『農業の安定的
動きは，全般的な消費の堅調の一環として不況の深化をチェックする役割を演じた。農
業の一定の発展は，食糧輸入の必要を減少させ，外貨流出をチェックすると同時に， 54
年不況にみられたような凶作→食糧緊急輸入→外貨流出→国際収支赤字の払大，という
経路を回避させ，不況の底を浅くする意味をもった。ここで農業は資本主義経済にとっ
てプラスに動いた」（同書， 218ペー ジ）。
このように，外米・外麦・飼料その他の農産物輸入の増大は， 日本経済の「
ケン
アキレスの腱」といわれる国際収支と密接に関連するとともに， 日本経済の景
気変動とも関連する。したがって，「昭和39年度農業の動向に関する年次報告」
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は，食料需給安定，国際収支の均衡維持，農業者の経済的福祉の向上のために
は「飼料を含めて国内で必要とする食料の自給率をできる限り維持することが
望ましい」と説いた。また「中期経済計画」が，国際収支との関連のもとに「
安定的な食糧供給」を，農業と他産業との間における生産性および所得の均衡
とともに，農政の課題とせざるをえなかったのである。
なお，生産性および所得の均衡を依然として農政の課題として取りあげざる
をえなかったかといえば，均衡成長なくしては今後の日本経済の成長もありえ
ないし，その生存のために不可欠の条件であるがゆえにであろう。
4 高度経済成長と1I兼農家の急増
日本経済の高度成長が農業に与えた影響には明暗のあることを， 「昭和38年
度農業に関する年次報告」は，つぎのごとく指摘した。
「高度経済成長は日本農業にとって，過剰就業の状態にあった農業労働力をある程
度吸収し，商品生産農業の発展を促し，農業者の所得向上に寄与したが，他方兼業化
の進展，農業労働力の女性，老令者依存の増大，労力不足と雇用労賃の上昇，農地転
用の増加，農業における資本形成の立遅れというような問題をうみ出している．しか
も， このような高度経済成長の過程で，農業の生産性は非農業部門のそれとくらペ
て，格差がむしろ拡大するすう勢を示してきた」 （同上， 79ペー ジ）。
日本経済が高度成長に与えた正の影響はおき，負の影響を考察しよう。
高度経済成長とともに， 日本の農業就業人口が， 1955 (昭和30)年から62年
にかけて年率2.8%という速度で減少した。この流出は， 日本農業の歴史のな
かでかつてなかったほどであり， 57年， 58年ごろからたんに農家の次三男のみ
ならず，農家のあととりまで巻き込んでいったので，• このはげしさを， 「地す
べり」的とさえ形容されるほどであった。そしてこの「地すべり」的流出は，
「超高度成長」期の60年， 61年ごろから農家の世帯主をも巻き込んでいった。
しかしながら，この「地すべり」的流出も，農家戸数の減少，経営規模の拡
大，農業構造の改善とは結びつかなかった。それどころか，農業就業人口の劣
弱化，兼業農家を激増せしめたのである。これらの点にかんして， 「昭和38年
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度農業の動向に関する年次報告」は，つぎのごとく指摘した。
「それは（農業労働力の減少）は第1には農業就業人口の減少が青壮年層を中心と
したものであって，中・高年令層または女子の就業者などに均等に及んでいないから
である．農業発展の将来を担うぺき若年労働力が非農業に吸収され，農業労働力は婦
女史，老令者に依存する度合を強めている。第2には，農業労働力の流出が農家戸数
の減少と直結していないことである。農家戸数は．〔昭和〕 30年2月から37年12月にか
けての約8年間に2.6彩（年率0.3彩）の減少でしかない。第3には兼業農家の増加と
いうことである。兼業農家数の比率は30年2月には65,96であったが， 37年12月には74
彩にも及んでいる。
このような諸現象は密接な相互関連をもって進展しているが，農業労働力の一層の
減少や，兼業化の一層の深化は脱農の過程を指向するものであり，農業構造の改善に
資する展望をもっている。 しかし，現在までのところ農家戸数の減少は非常に少な
く，農家1戸当り平均耕地規模の増大もそれほど進んではいない」 （同上， 77~8ペ
ジー）。
このように，高度経済成長にともなう農業人口の「地すべり」的流出は，挙
家離村＝完全脱農の形をとらないで，兼業の形での農家労働力の商品化であっ
た。
1950 (昭和25)年で専業農家数と兼業農家数とが相半ばしていたが， 55年で
は兼業農家の割合が総農家家戸数の 65彩と， その比重は急速に増大しはじめ
た。この兼業化の進行は，高度経済成長とともに，一段と深化していった。 63
年には専業24彩にたいし兼業76彩となった。とくに，兼業農家のうち農業を従
とする I兼農家は，飛躍的に増加した。 I兼農家は， 55年には27.6%であった
が， 60年には32.1彩へと増加し，さらに63年には42.2彩へと急増した。
農家兼業の急増の原因については，さしあたりつぎのことを指摘しておけば
よいであろう。
先ず第 1には高度経済成長にともなう農外雇用の増大が，農業所得だけをも
ってしては経営と家計を再生産できない農家を吸収したことをあげうるであろ
う。
もともと，日本農業においては零細ないし小農経営が圧倒的比重を占めてお
り，経営と家計を再生産できる農家は少なかった。しかも，高度経済成長は，
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一方では，農地改革で高率小作料負担から解放されたことによりすでに高まっ
ていた日本農業における商品生産をいやがうえにも促進して，経営費の膨脹を
もたらし， 他方では農家の生活水準を高めて， 家計費を膨脹させた。 この結
果，経営と家計を再生産できない農家を増加させた。これらの農家は，兼業の
依存度を高めていかざるをえなかった。
第 2に，高度経済成長にともなう農業技術の発達，生産手段の高度化が小農
ないし零細経営の一定の枠内ではそれによって節約された農家労働力を容易に
過剰化させ，投資の効率を低下せしめたことが，兼業を増加させたことをあげ
うるであろう。
戦後まもなく実施された「農地改革」は，たしかに，山田盛太郎氏のいわれ
るごとくに， 「地主的土地所有をその根幹において解体することによって，農
業生産力の段階的進展を画期するところである」 （同氏『日本農業生産力構造』，
1960年，岩波書店， 120ペー ジ）。 事実， 戦後労働節約的技術（加工段階の機械化の
さらに飛躍的な普及，耕うん過程における耕作用トラクター，動力噴霧機に代表される機
'械化の顕著な進展，各種新農薬，とくに除草剤普及）， 生産安定化技術（水稲の保温折哀
苗代，虫害にたいする農薬，防除機具，共同防除体制などの著しい普及）， 地力培養技
術（国の指導奨励事業としての耕土培養事業や施肥改善指導などの推進と， 飼肥料作物
の導入，施肥技術の進歩，作付け方式の改善などの農民の自主的な地力培養技術の急進）
のめざましい発展がみられた（『昭和32年度農業白書J, 9-10ペー ジ）。 高度経
済成長はいやがうえにも農業技術を発達さし，生産手段を高度化した。これら
にともなう労働節約的効果は，小農ないし零細土地所有の一定の枠内では容易
に農業労働力を過剰化させ，これを農外へ押し出すことになる。他方， 57 (昭
和32)年~38年ごろにははやくも 「小農技術の一巡」 ということがいわれた
が，これは，零細土地所有ないし零細経営の枠内での効率的な「投資」が極限
にたっしたこと，つまり過剰投資を意味した。（大島清編，前掲書， 220ペー ジ）。
この過剰投資＝投資効率の低下は，農家家計費の膨脹と相まって，けっきょく
農家経済を窮迫化せしめて，兼業依存度を強めることになった。
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第3に，高度経済成長が農家の労働力を商品化する労働力市場を拡大せしめ
たが，この市場の拡大も兼業の形でしか農家労働力を吸収しうる程度のもので
あったということをあげうるであろう。
兼業の進化を伴いながら労働市場の拡大に農家労働力が吸収されざるをえな
かったのは，農家が土地を財産と考えることや先祖伝来の土地という情緒的な
側面によるものと解するよりも，むしろ，完全脱農化，家ぐるみの離村をする
にはほど遠い賃金しか保証されえず，そのうえ扉用条件の劣悪性と不安定によ
るものと解いされる。山崎春成氏の指摘されるように， 「もっとも就業安定的
高所得的な，大企業をつとめ先とする賃労働・ 識員兼業の場合でも，それだけ
に頼れきれるほど安定的でも高所得的でもないために，世帯の中心的な働らき
手が事実上農民ではなくなっているのに，農業からきれいさっぱりと足が洗わ
れず，家計補充的な意味のものにせよ，農業がつづけられてゆくことになって
いることは， しばしば指摘されているとおりである」 （同氏『日本の農業問題j,
1961年，合同出版社， 163ペー ジ）。
そのうえ，一般に農家出身の通勤就業者の賃金水準が低位であり，そのうえ
雇用条件が不利である。 たとえば， 1963 (昭和38)年間 1人当り膜家出身の賃
金（男女こみ）についてみれば， 農家出身の臨時的賃労働者で22万2,000円，恒
常的賃労働者で24万7,100円，職員勤務者で37万2,500円である。これを，非農
家の勤労者の年間 1人当り賃金 (100人~499人視模）， 37万4,400円とくらべて
みると， 農家出身の賃金水準が一般に低いことが明らかとなろう （『日本農業
年鑑』 66度版， 260ペー ジ参照）。 したがって，農家労働力の商品化は， 「家ぐる
み」の完全脱農化とはならないで，農業に片足を置きながらの，兼業の形での
それであったのである。
ともあれ，高度成長とともに， 1I兼農家の急増を内包しつつ，農家の兼業化
は，いちじるしく進行した。この兼業化をめぐる問題点を， 「昭和39年度農業
の動向に関する年次報告」は，つぎのごとく指摘した。
「その第 1 は，農業を産業として確立するという立場からすると，·…••土地生産性
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も労働生産性も最も低いI兼農家が増大してゆくことは，それだけ農業総生産の増大
を阻害することである。また，農業の依存度がそれほど強くないI兼農家が総耕地の
22彩（推定，（昭和） 38年）を保有し，しかもI兼化が上の層まで波及しながらその比
重が高まる傾向にあることは，土地資源の有効利用上からも，耕地規模を拡大し自立
的経営を展開しようとする農家にとっての耕地の流動性という観点からも問題が生じ
てくることである。さらには，農業構造改善を促進してゆく上からも，農業の必要性
がそれほど強くない I兼農家などの保有耕地が専業農家の耕地と混在していること
が，基盤整備，協業経営などの推進上，阻害的要因になっていることである。
第2には，兼業農家の大半が青壮年の男子労働力を非農業に流出させ，農業経営は
主婦や老人にゆだねられており，農業経営の発展はもちろん，農家生活の面でも問題
が生じていることである。兼業化によって，農家所得が増大し• 生活水準を引き上げ
ることに大きく寄与する反面，主婦の肉体的，精神的負担の増大，また農業経営の発
展が犠牲にされている面がみられる。
第3には，世帯主やあとつぎなどの男子労働力が非農業に通勤あるいは出稼ぎに出
るために地域社会としての農村の維持が困難になりつつあることである。もちろん
地域社会構造の変化は，農村または農業が近代化をたどる過程であるとはいえ，村の
自治活動や農協の運営などに支障をきたしているところが大きいのである」 （同上，
138~39ペー ジ）。
たしかに，農家の兼業化の顕著な進展は，社会的・経済的な種々な問題を生
じさせた。
主として農閑期ではあるが，年々長期化してゆく出稼ぎは，：：：出稼ぎ後家：：：，
、出稼ぎ孤児ヽという言葉どおりに家庭生活を破壊していることや，手配師の
暗躍，たこ部屋の復活，賃金不払，音信不通，行方不明，労働災害などの就労
をめぐる問題を， 「高度経済成長の深層」に発生せしめている（大谷省三『日本
農業の課題』， 1965年，農山漁村文化協会， 12~3ページ参照）。これは，世間の話題
となっている兼業化の進展にともなう社会問題であろう。その他多くの社会問
題（たとえば「主婦の肉体的，精神的負担の増大」， 「村の自治活動や農協の運営など
におおける支障」など）をあげうるであろう。しかし，ここではこれらの社会問
題の分析が目的ではなく，兼業化の進展にともなう経済的問題を明らかにする
ことが，目的である。
経済学的には兼業化の進展が重要な課題1となるのは，農業生産力の向上が強
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力に要請されている現段階において，兼業化が農業生産にいかなる影響を与え
ているか，ということを明らかにすることであろう。かような問題意識との関
連において，農家の兼業化が農業生産力の発展を阻害するというのが支配的見
解であろう。これにたいして，つぎの多くの疑点がある。
(a) 戦後，とくに高度経済成長下において，農業の機械化と合理化が一段
とすすみ，農業労働力の多くの分野は，婦女子でもどうにかやれるようになっ
てきたことにより，兼業の形でも農家は農業を再生産できるのではなかろう
か。
事実， 1960(昭和35)年ごろまでは， 農業生産は， 「こうした需要の変化に
即応して，内部で資源配分の転換を進めてきており，しかも，総生産は年々高
いテンポで増加を続け……，国民の食料消費が激しい変動期にありながら，増
大する農産物需要の 8割強を国内生産をもって充足してきたのである」 （昭和
39年度農業の動向に関する年次報告」， 10ペー ジ）。
(b) 資本が高度経済成長のための労働力を，農家としての性格を保有させ
たまま，農村から確保しえたことは，低賃金労働力を確保したことを意味し，
これは資本にとってプラスを意味しているということである。
賃金が家計の補充，農業所得が賃金の補充，そのどちらかであってもそれだ
け賃金を低下させうるからである。事実，すでにみたごとく．，農家出身の通勤
就業者の賃金水準が一般に低位であり，雇用条件は不利である。
(c) 兼業収入の一部が生産手段の購入にあてられるかがりでは，農業の生
産力はむしろ高められることになったということである。
(d) 兼業の進化は1955(昭和30)年以降の家計費の膨脹と経営費の膨脹を
兼業収入によって或る程度うすめることによって，それだけ農産物の費用価格
をおさえて，それだけ農産物価格をおさえることができたのではなかろうか。
(e) 兼業収入の増大は，農機具，肥料，薬剤，飼料などの生産財の購買力
を増加するとともに，農家の生産，すなわち家族労働力の再生産のために必要
な消費財の購買力を増加させて，それだけ国内市場における農村市場を拡大さ
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せたということである。
したがって，農家の兼業化は，資本の自由に農村へ赴くままの帰結であり，
資本が小農構造をとらえた一形態であって，資本にとって，むしろ，歓迎すべ
きことがらではないであろうか。しかるに，なぜ総資本の主導する日本の農政
が，こんにち，あらためて，農家の兼業化の進展を問題としてとりあげている
のであろうか。そのわけはこうであろう。
先ず第 1には農業労働力の減少が主として男子の若年令層を中心としたもの
であって，中・高年令層または女子の就業者などに均等に及んでいないという
ことが，あげられるであろう。
これは，一方では農家兼業化の進展を意味し，他方では農業労働力の女性化，
老令化などの質的な問題や，農業後継者の確保という問題ともからんで注目さ
れていることである（「昭和39年度，農業の動向に関する年次報告」， 109ページ）。
たとえば， 「農業調査」によると「基幹的農業従事者のうち女子の比率は，
〔昭和〕 38年12月で58彩を占めるにいたっている。また，年令別には，基幹的
従事者のうち50オ以上が男子で44彩，女子で30彩を占めている。基幹的農業従
事者の女性化，老令化現象は一段と進んでいる」（同上， 109ペー ジ）。
一方，男子あとつぎの農業への就業も減少傾向をたどる。男子あとつぎ (14
才以上）が， 1963年 1月時点でどのくらい在宅しているかをみれば，全国では，
54彩の農家に男子あとつぎが在宅し，その在宅あとつぎのうち農業に従事して
いるものの比率は39彩（総農家の21彩）であって，残りの39彩（総農家の21%)は
すでに非農業部門に従事しており， 22彩（総農家の12%)は就学者かまたは病人
などの非就業者である（同上， 110~11ペー ジ）。
1967 (昭和32)年， 68年ごろから， 農業就業人口がたんに次三男のみならず
農家のあととりまで含めて「地すべり」的に流出しはじめたが，その結果こん
にちではかなり上層の農家のあととりまで流出することになり（たとえば63年末
で全都府県の 1.5町以上層でも 6彩の農家はあとつぎが非農業に従事， 38%の農家は14オ
以上のあとつぎがいないかまたは未就業）， 農業後継者の確保難という問題が起っ
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ている。農業が， 「資本主義の下で家族経営によって営まれるかぎり」， 「家
族経営が，……世代を越えて存続するためには，個別的かつ私的に，経営内部
にあとつぎを確保……して家族経営は再生産されながら，総体として農民層の
分解過程に巻き込まれざるをえない。まさにこのことが，現在の日本資本主義
の発展段階では，専業農家の最低規模がたえざる上昇をつづけ，下層における
兼業化，脱農化の進行，上層における資本家的経営の展開の阻止という現象の
なかにおいて，各家族農業経営が，あとつぎを私的かつ個別的に確保すること
が困難になり，その存続に危機を感ずる，という形で現われているのである」
（『日本の農業』 34,あとつぎ問題， 1964年，農政調査委員会， 3ペー ジ）。
かような農家の後継者確保難という問題を生じせしめるほどに，農家のあと
とりまで含めて農村者若年労働者を「地すべり」的に流出せしめたのは，プッ
シュ側の要因として所得格差の拡大という事実認識をあげうるが，プル側の要
因として隅谷三喜男教授の指摘したつぎのことを見落とすわけにはいかない。
「このような若年労働者が大量に資本に雇用されるようになったのは，単に雇用の
拡大によるものではなく，雇用の質の変化にもとづくものである。すなわち， 55年以
降の技術革新の進展は，旧来の熟練と経験を解体し，作業を単純化する一方，筋肉的. . . . . . .. 
な作業から判断力を要する神経的な作業に変化させたので，新しい作業体系に可塑. . . .. . . . .. . . . . . . .. ................. . 
的な若年労働者で事足りるのみでなく，その方が新しい技術体系に適応的であった。. . . . . . .. . . . . . . . 
そのうえ，年功制賃金の支配する日本の企業では，若年労働者はとりも直さず低賃金. . . . . . . . . 
労働者であったから，寡占間競争の影響下にある企業は，コスト引下げのために先を
争って若年労働力の雇用に向ったのであり，その際，戦後の教育程度の上昇は，農村
の若年労働者の工業労働の適応性を高めることとなった」 （同氏， 「賃労働の再生産
と最村」， 「思想」 1965年11月， 138-39ページ，傍点は引用者）。
第 2には基幹労働力が不在で，しかも土地生産性も低いn兼農家の急増した
ことがあげうるであろう。
「超高度成長」期にはn兼農家が急増したのである。 I兼農家は， 1960(昭
和35)年3496, 63年34彩と同比率となって変化がないが， n兼農家は， 32彩が
43彩へといちじるしく増加している。この増加は，だいたい専業農家比率の減
少分と見合っている。
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n兼農家の農業生産が生活補助的，食料自給的色彩の濃いものであって， n
兼農家は，その 7割が耕地規模0.5ヘクタール末満の経営であり，基幹労働力
不在で，主婦や老人で担当されて，農業生産にはなんらの意欲も情熱ももちあ
わせていないのである。そしてまた， n兼農家の土地，労働，資本のそれぞれ
の生産性は，専業農家とくらべても， I兼農家とくらべてみても，きわめて低
い。 n兼農家が広範にわたり農村に滞留することは，資源の有効利用，ひいて
は農業総生産の増大を阻害し，農地の流動化を妨げ，経営規模の拡大，農業構
造の構造（自立経営の育成・強化）を妨げている。
n兼農家が比較的に高い所得なり生活水準を実現しているとはいうものの，
「都市世帯にくらべれば，まだ格差はある。また多数の世帯員が，農業，農外
に就業して現在の所得水準を実現しているのであって，世帯主やあとつぎだけ
の収入に依存することはできない。そのうえ，地価の値上がりもあって土地を
資産として保有しようという意欲もかなり強い。これらの事情は近い将来にお
いてそう容易に変わるとは考えられないので，二種兼業農家が農業生産から完
全に離れることはかなり困難と思われるのである」（『日本農業年鑑』 66年度版，
262ページ）。しかし， 「その脱農がいかに困難であるにしても，専業的農家の
経営拡大による自立経営への発展を期待するためには，どうしても，この兼業
農家の問題を避けて通ることはできないのである」 （同上， 60ペー ジ）。
第3に，高度経済成長とともなう食料消費の構造変化と拡大に国内産供給力
がたち遅れて，食料輸入の増大を招いているから，国際収支と関連して国内農
業の自給率向上が要請されている現段階において， n兼農家の増大がとくに注
目されているということをあげうるであろう。
要するに，兼業化がこんにちあらためて問題とされているのは，高度経済成
長にともなう農家人口の「地すべり」的流出も，兼家離村と直結せずして，兼
業の形での農業労働力の商品化であったこと，国際収支との関連のもとに食料
自給率の向上が強く要請されている現段階において，兼業農家，とくにn兼農
家の増加が農業生産力の発展を阻害し，農業構造改善を阻止しているというこ
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とであろう。
したがって，食糧需給安定，国際収支の均衡維持，農業者の経済福祉の向上
のために，飼料を含めての食料の自給率を向上するためには，この1I兼農家が
広範にわたり農村に滞留するという問題を解決すぺきであろう。
5 結語
日本農業は，ここ10年間にわたる日本経済の高度成長に，食料の供給，労働
カの提供，農村市場の提供ということにおいて，大いに貢献した。しかし，高
度経済成長が農業に与えた影響は負であった。農村労働力の不足，兼業農家の
増加，とくにn兼農家の増加，老令化・女性化傾向，後継者確保難，耕地の潰
廃，地価騰貴等が，これである。これらは，高度経済成長が，農業に与えたツ
メアトである。日本農業には依然として零細ないし小農的経営が，兼業の形で
労働力を商品化させて，生活と農業を再生産させながら，広範にわたり滞留し
ている。生産性および所得の格差は縮小するどころか拡大さえした。
日本農政は，エンゲル係数の低下，農産物需要の所得弾力性の低下という事
実をよりどころとして，米麦疎外， 国内食料増産抜きの構造問題にとり組ん
だ。しかし，日本のように低賃金で，賃金格差も大きく，食料消費の現状も国
際的にみてきわめて劣悪なしベルにある国においては，食料消費の需要の所得
弾力性は比較的高く，所得の上昇とともにむしろそれが高まることに注意すべ
きであった。また，神武景気以降のテレビを中心とした耐久消費財の強い浮揚
力とレジャー・プームなどが食料消費を圧迫して，エンゲル係数を低下せしめ
・た側面をも見落とすぺきではなかった。
高度経済成長とともに，食料消費は，その構造変化を伴いながら，拡大しつ
づけた。こんにちでは，農産物需要の所得弾力性は，むしろ高まる傾向にさえ
ある。これにたいして，国内農業の食料供給は対応できなかった。ここ数年間
のその供給力は，停滞ないし低下さえしている。それゆえに，農産物価格の急
角度な騰貴と食料輸入の急増を招来した。 1963(昭和38)年に，農産物輸入は，
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一挙に15億ドルの大台を越え， 64年には18億ドルとなった。国民食料たる米で
さえ， 64年度から外米の輸入量が41万5,000トンと急増し，外貨にして5,800万
ドルとなった。 64年の外麦輸入量は 359万トンで， 60年にくらべて34.1%の増
となり，外貨にして2億6,200万ドルとなった。また，飼料輸入に費やされた
外貨は， 64年において約4億ドル，農産物輸入額の 2割を超えている。これら
は，貿易収支を圧迫する。
この外米・外麦・飼料の輸入量の増加は，国内食料増産ぬきの米麦疎外の，
国産飼料対策ぬきの「農業生産の選択的拡大」政策の当然の成り行きであろ
う。この点において，日本農政の悲劇は，歌を忘れたカナリヤのそれに通じる
ものがあろう。
しかして，日本農政は， 「食料需給安定」， 「国際収支の均衡維持」， 「農
業者の経済的福祉の向上」のために，飼料を含めた食料自給率の向上を，その
新課題とせざるをえなかったのである。
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